
 

 

 

 

 

 

 

 

新規指定保険医療機関 

集団指導資料（歯科） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵 庫 県 

国保医療課 

 
R８.６改訂 

 

 

 



国民健康保険について（歯科） 

 

 

１ 医療関係法 

内容 根拠法令 所管 

身分（免許） 歯科医師法・医師法 県健康福祉事務所（保健所） 

※神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市、

明石市は、各市 
施設法（病院等の開設） 医療法 

保険診療 

健康保険法 近畿厚生局兵庫事務所 

国民健康保険法 
県国保医療課 

高齢者の医療の確保に関する法律 

 

２ 保険医療機関の指定等（新規・変更・廃止届等）近畿厚生局兵庫事務所 

  保険診療をするにあたっては、保健所への届出とは別に、保険医療機関に係る届出を 

近畿厚生局兵庫事務所へ行う必要がある。 

 また、生活保護指定も別に行う必要あり。（詳細は別紙） 

※ 変更届、廃止届の内容（主なもの） 

     名称、管理者、所在地、診療科目、診療時間の変更、休止 等 

 

３ 保険医の登録等 近畿厚生局兵庫事務所 

  健康保険法に基づく保険医の登録は、開設（勤務）地の近畿厚生局兵庫事務所 

 

４ 保険医療機関及び保険医の責務 

健康保険法    第 70 条、第 72条 

国民健康保険法  第 40 条 

高齢者の医療の確保に関する法律  第 65 条 

 

５ 日常最低遵守事項 

 (1) 保険証の確認 

原則は診療の都度確認。少なくとも毎月最初の診療時に確認すること。 

(2) 医療保険と介護保険 

介護保険の要介護被保険者等である患者については、医療保険と介護保険の給付調整あり。 

（健康保険法第 55 条第２項、国民健康保険法第 56 条、高齢者の医療の確保に関する法律

第 57条第１項） 

詳細は厚生労働省告示を確認のこと。 

  (3) 診療録（カルテ）の記載 

歯科医師本人が診療の都度、正確に記載すること。 

 (4) 技工指示書の記載 

① 患者の氏名 ② 設計 ③ 作成の方法 ④ 使用材料 ⑤ 発行年月日  

⑥ 発行した歯科医師の氏名と当該歯科医師の勤務する病院又は診療所の所在地 

⑦ 歯科技工所の名称及び所在地   の７項目の記載が必要 

 

 



  (5) レセプトの作成 

  ① 中途締め、月遅れの請求はしないこと。 

  ② レセプト作成を外部に依頼する場合は、カルテを院外に持ち出さないこと。 

  ③ レセプト作成後は、歯科医師（管理者）が最終チェックをすること。 

 

６ 国民健康保険の種類 

(1) マイナンバーカード（健康保険証利用） 

(2) 資格確認書 

(3) 国民健康保険被保険者証（令和８年７月末まで暫定的に使用可） 

(4) 特別療養費の資格証明書（有効期限まで） 

※窓口で全額(10 割)を徴収し、領収証を発行する。また、レセプトを作成し、余白に、 

「特別療養費」と朱書きで記載し国保連に提出してください。 

 

７ 資料・様式 

(1) 関係法令検索 

厚生労働省法令等データベースサービス https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html  

e-Gov   https://elaws.e-gov.go.jp/ 

(2) 申請・届出 

① 免許証に関すること[兵庫県医務課ホームページ] 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf15/ishimenkyotourokuzei.html 

② 医療法に関すること[兵庫県医務課ホームページ] 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf15/hw11_000000108.html 

③ 保険医療機関に関すること [近畿厚生局ホームページ] 

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/iryo_shido/iryouka_tyousaka/houkokunoonegai.html 

 ④ 保険医に関すること[近畿厚生局ホームページ] 

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/shinsei/shido_kansa/hoken_toroku/index.html 

 ⑤ 生活保護に関すること [兵庫県地域福祉課] 

   集団指導資料（PDF 資料）・・・当該集団指導ホームページ内に添付 



令和８年７月１日現在

国　の　制　度

高齢期移行助成 重度障害者医療 乳幼児等医療 母子家庭等医療 高齢重度障害者医療 こども医療

・75歳以上の者
・障害程度が１級及び２級の
　身体障害者

・小学３年生までの乳幼児等 ・小学４年生から中学３年生

・65～74歳で一定の障害にある者
・重度（療育手帳Ａ判定）の
　知的障害者

・精神障害者保健福祉手帳
　１級の精神障害者

・遺児（年齢は同上）

 市町村民税世帯非課税者で
 本人の年金収入を加えた
 所得が82.65万円以下

 自立支援医療制度の所得
 制限基準を準用
 （市町村民税所得割税額
 23.5万円未満）

・０歳児は所得制限無
・１歳児～有
　自立支援医療制度の所得制
  限基準を準用（市町村民税
  所得割税額23.5万円未満）

 児童扶養手当法に基づく
 所得制限を準用
 （全部支給基準）

 自立支援医療制度の所得
 制限基準を準用
 （市町村民税所得割税額
  23.5万円未満）

 自立支援医療制度の所得
 制限基準を準用
 （市町村民税所得割税額
 23.5万円未満）

・定率２割負担 （外来） （外来） （外来） （外来） （外来）

〈外来限度額〉
　区分Ⅱ 12,000円/月
　区分Ⅰ  8,000円/月

・１保険医療機関等あたり
  １日600円(低所得者400円)
　を限度に月２回

・１保険医療機関等あたり
  １日800円(低所得者600円)
　を限度に月２回

・１保険医療機関等あたり
  １日800円(低所得者400円)
　を限度に月２回

・１保険医療機関等あたり
  １日600円(低所得者400円)
　を限度に月２回

・医療保険における
　自己負担額の2/3

〈負担限度額〉 （入院） （入院） （入院） （入院） （入院）

　区分Ⅱ 35,400円/月 ・定率１割負担 ・定率１割負担 ・定率１割負担 ・定率１割負担 ・医療保険における

〈負担限度額〉R8年8月から 　区分Ⅰ 15,000円/月 　負担限度額月額2,400円 　負担限度額月額3,200円 　負担限度額月額3,200円 　負担限度額月額2,400円 　自己負担額の2/3

　（低所得者1,600円） 　（低所得者2,400円） 　（低所得者1,600円） 　（低所得者1,600円）

 《特例》特定疾病患者

　１月10,000円を限度

　
・資格確認書、もしくはマイナ保険証＋資格確認のお知らせ

・医療受給者証

・高齢受給者証（※高齢受給者のみ。提示がない場合は医療費の３割を徴収。）

注１： 入院時食事療養（生活療養）標準負担額は、上記の一部負担金とは別に窓口での支払が必要です。
注２： 県内の市町においては、独自に対象者の拡大、所得制限の緩和、一部負担金の減額等を実施している場合があります。
注３：

また、指定都市の税率で市町村民税が賦課されている場合は、指定都市以外に住所を有する者とみなして算定した所得割額で判断します。

医療機関の
窓口で提示するもの
（オンライン資格確
認の場合は、画面に

よる確認も可）

　※複数の医療機関を受診し
　　外来限度額、負担限度額を
　　超える額については償還払い

・連続して３か月を超える
  入院の場合、４か月目以降
  は一部負担金を徴収しない

　現役並み所得者Ⅲ 270,300円+1%/月
  現役並み所得者Ⅱ 179,100円+1%/月
  現役並み所得者Ⅰ　85,800円+1%/月
　一　般　Ⅰ・Ⅱ　　　 61,500円/月
　区　　分　　Ⅱ       25,700円/月
　区　　分　　Ⅰ       15,700円/月

・資格確認書もしくはマイナ保険証

・後期高齢者医療の被保険者
　で障害程度が１級及び２級
  の身体障害者、重度（療育
  手帳Ａ判定）の知的障害者
  又は精神障害者保健福祉
  手帳１級の精神障害者

・18歳に達する年度の末まで
　の児童､又は20歳未満の高校
　在学中の児童を監護する母
　又は父及びその児童

一部負担金(注1)

対象者

所得制限 無

対象者の疾病及び負傷について、医療保険の給付及び他の公費負担医療費制度の助成が行われた場合、その自己負担額から一部負担金を控除した額

・連続して３か月を超える
  入院の場合、４か月目以降
  は一部負担金を徴収しない

・連続して３か月を超える
  入院の場合、４か月目以降
  は一部負担金を徴収しない

 一　般　Ⅱ　 医療費の２割負担
 一　般　Ⅰ　 医療費の１割負担
 区分Ⅰ・Ⅱ　 医療費の１割負担
 （現役並み所得者　３割負担）

〈外来限度額〉R8年8月から
　一　般Ⅰ・Ⅱ　22,000円/月
　区　分　Ⅱ　　11,000円/月
　区　分　Ⅰ　　8,000円/月

所得制限については、平成30年度税制改正による給与所得控除及び公的年金等控除見直しの影響を排除して判定するほか、重度障害者医療、乳幼児等医療、高齢重度障害者医療、こども医療の所得制限については、平成22年度税制改正による
扶養控除見直しの影響を排除して判定します。

後期高齢者医療制度と福祉医療制度の概要

・連続して３か月を超える
  入院の場合、４か月目以降
  は一部負担金を徴収しない

・連続して３か月を超える
  入院の場合、４か月目以降
  は一部負担金を徴収しない

・限度額適用認定証（※国民健康保険の被保険者に限る。なお、県外の国民健康保険（兵庫県以外の市町村国民健康保険及び兵庫県以外に本部を有する国民健康保険組合）に加入の69歳以
　下の受給者は高額に該当しうる場合は必須。）

 ※複数の医療機関を受診し
 　外来限度額、負担限度額を
 　超える額については償還払い

　　　　　　制　度 　　　　　　　　　　　　　　　             　　　 兵　　庫　　県　　単　　独　　事　　業　（注2）

　区　分
後期高齢者医療制度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　福　　　祉　　　医　　　療

・左記以外の65歳以上69歳以
　下の者で、身体的理由等に
　より日常生活に支障がある
　特別な配慮が必要な者
　（区分Ⅱは要介護２以上）

給付額
・老人の疾病及び負傷について、
  その医療費の全額（一部負担金
  を除く）



　① 地色：薄紫(～R8.7.31）

　③ 有効期間：１年、毎年８月に更新　

２　高齢期移行助成（移 法別　県：４１　市町：４２）

　　乳幼児等医療（乳 法別　県：８０　市町：８１）

　　母子家庭等医療（母 法別　県：８５　市町：８４）

　　こども医療（こ 法別　県：４７　市町：４８）

　 ① 有効期間：１年以内、毎年７月１日に更新

　 ② 地色：更新時に変更

　　　※ 受給者証には負担限度額が印字されています。

受給者証等の確認について

１　各制度の受給者に「医療費受給者証」を発行しています。

２　初診時及び月の最初の診療日に「医療受給者証」を確認してください。

   

鴬　色

（ライトグリーン）

４　福祉医療制度の「医療費受給者証」は、有効期間を確認してください。

３　マイナ保険証または後期高齢者医療資格確認書の有効期間を確認してください。

R8.7.1～R9.6.30

浅　葱　色

（ブルー）

R9.7.1～R10.6.30

　　重度障害者医療（障(心身) 法別　県：８２　市町：８３、障(精神) 法別　県：４３　市町：４４）

　　高齢重度障害者医療（高(心身) 法別　県：５８　市町：５９、高(精神) 法別　県：６８　市町：６９）

　② 一部負担割合：定期の見直し　毎年８月         随時の見直し　毎日

受給者証等について
  

１　後期高齢者医療（後期高齢：法別３９）

後期高齢者医療資格確認書
有 効 期 限

交付年月日

被保険者番号

被

保

険

住所

氏名

生年月日

資格取得年月日

負担割合

保険者番号

並びに保険

者の名称及

性別

限度区分

長期入院

特定疾病区分

公印

兵庫県後期高齢者医療広域連合

後期高齢者医療資格確認書様式

R8.7.31まで有効



移 障 こ
2 8 2 8 2 8

住所 住所 住所

ﾌﾘｶﾞﾅ ﾌﾘｶﾞﾅ ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名 氏名 氏名

生年月日 生年月日 生年月日

当該制度の受給資格が確認できるものと併せて提示してください。 当該制度の受給資格が確認できるものと併せて提示してください。 当該制度の受給資格が確認できるものと併せて提示してください。

 <区分Ⅰ>

 <一部負担を免除する場合>  < 乳　母 一般> <入院のみ負担なしの場合>

<一部負担を免除、もしくは負担なしの場合>

　負担者番号 　負担者番号 　負担者番号

　受給者番号 　受給者番号 　受給者番号

高齢期移行助成 受給者証様式
重度障害者医療費、高齢重度障害者医療費、母子家庭
等医療費、乳幼児等医療費 受給者証様式

こども医療費助成 受給者証様式

高齢期移行受給者証 重度障害者医療費受給者証 こ ど も 医 療 費 受 給 者 証

    　昭和　　　　年　　　　月　　　　　日　　　     　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　　日　　　    　　　　　　　　年　　　　月　　　　　日　　　

一   部
負担金

２割負担
外来  12,000 円まで 一   部

負担金

受

給

者

受

給

者

受

給

者

外来 １日　６００　円まで（月２回） 一   部
負担金

２割負担 医療保険・他公費適用後の
自己負担額の2/3の額まで

入院 35,400 円まで 入院 １割負担　２，４００　円まで

期　　間 　　　　　年　　　月　　　日まで 期　　間 　　　　　年　　　月　　　日まで 期　　間 　　　　　年　　　月　　　日まで

及び印 及び印

有　　効 　　　　　年　　　月　　　日から 有　　効 　　　　　年　　　月　　　日から 有　　効 　　　　　年　　　月　　　日から

発　行
                    　　　　　　　　市（町）長

発　行
                    　　　　　　　市（町）長

発　行
                    　　　　　　　　市（町）長機関名 機関名 機関名

及び印

　　　　　年　　　月　　　日

この証は、兵庫県内の保険医療機関等においてのみ有効です。 この証は、兵庫県内の保険医療機関等においてのみ有効です。 この証は、兵庫県内の保険医療機関等においてのみ有効です。

当該制度を利用したうえで、この証を併用することができます。 当該制度を利用したうえで、この証を併用することができます。 当該制度を利用したうえで、この証を併用することができます。

外来 ０　円

< 障  母  高 低所得者>

交付年月日 　　　　　年　　　月　　　日 交付年月日 　　　　　年　　　月　　　日 交付年月日

他の公費負担医療制度（自立支援医療、指定難病等）の受給者である場合、 他の公費負担医療制度（自立支援医療、指定難病等）の受給者である場合、 他の公費負担医療制度（自立支援医療、指定難病等）の受給者である場合、

０　円

一   部
負担金

２割負担
外来  8,000 円まで 一   部

負担金

外来 １日　４００　円まで（月２回） 一   部
負担金入院 15,000 円まで 入院 １割負担　１，６００　円まで 入院 ０　円

一   部
負担金

２割負担 医療保険・他公費適用後の
自己負担額の2/3の額まで

入院 ０円

外来 ０円

入院 ０　円　　

一   部
負担金

外来 ０　円　　

<負担なしの場合>

１日　８００　円まで（月２回） 一   部
負担金

外来

入院 １割負担　３，２００　円まで 入院

一   部
負担金

外来



福祉医療助成費の請求に係る留意点 

 

１．受給者証等の確認について 

 
① 受給者証は毎月必ず確認してください。 
受給資格については、毎年７月の定期更新時だけでなく、年の途中で福祉医療の

対象でなくなる場合があります。 
（例）・対象者(年齢)の要件を満たさなくなった。 
  ・世帯員の転入・転出等による所得の再判定。 
毎月、月の初めの受診の際には、必ず医療保険の資格情報の確認をあわせて受給

者証の確認をお願いします。 

  
② 高齢受給者は「高齢受給者証」の提示が必要です。 
 令和元年７月より、従来市町窓口での償還払いにより助成を行っていた 70 歳か

ら 74 歳の高齢受給者への現物助成を開始しています。 
高齢受給者である福祉医療受給者については、オンライン資格確認の場合を除き、

「高齢受給者証」の提示がない場合は現物助成を行わず、医療保険の一部負担額（医

療費の３割）を窓口で徴収してください。 

 
 ③ 県外国保に加入している受給者が高額療養費に該当しうる場合は、「限度額適

用認定証」等の提示が必要です。 
  県外の国民健康保険（兵庫県以外の市町村国民健康保険及び兵庫県以外に本部を

有する国民健康保険組合）に加入している 69 歳以下の福祉医療の受給者が、入院、

高額な診療又は調剤を受ける場合等、同一月の医療費が高額療養費に該当しうる場

合（所得区分オの限度額超）については、窓口において、必ず「限度額適用認定証」

等の提示を求め、提示があった場合にのみ受給者証に記載の一部負担額を徴収して

ください。 
  「限度額適用認定証」等の提示がない場合は現物助成を行わず、医療保険の一部

負担額（医療費の２割～３割）を窓口で徴収してください。 

 
※   オンライン資格確認の場合は、画面での資格情報確認により、上記②、③にお

ける必要な証の提示に代えることが可能です。必要な証の提示がされなかった

場合や資格情報が確認できなかった場合、受給者は、後日市町の窓口に申請し、

償還払いによる助成を受けることになります。 

  
 
 



２．他の公費負担医療と福祉医療の関係について 

 
① 令和８年７月から国公費負担医療制度と福祉医療費制度を併用できるよう制

度を改正しました。 
令和８年６月までは、国と地方の役割分担から国公費負担医療制度（障害者総合

支援法に基づく自立支援医療等）が適用される傷病等については助成の対象外とし

てきました。しかし、令和８年７月から、対象者の経済的負担軽減と利便性向上を

図るため、国公費負担医療制度の適用後に、なお自己負担額がある場合は、その自

己負担額に対して福祉医療制度を適用することが可能となりました。 

 
② 独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく災害共済給付の対象医療

は福祉医療費助成の対象外です。 
県と各市町が共同実施している福祉医療費助成制度は、実施主体である各市町か

ら受給対象者に「福祉医療費受給者証」が交付され、医療機関等の窓口において提

示することにより福祉医療費を現物給付していますが、災害共済給付制度が給付す

る医療費は、医療保険並の療養に要する費用の額の 4/10（うち 1/10 は療養に伴っ

て要する費用として加算される分）であり、最終的な自己負担額が発生しないこと

から、福祉医療費助成制度による助成の対象外としています。 

このため、保護者の同意の下に災害共済給付制度に加入している園児・児童・生

徒等が、学校等管理下における負傷、疾病等により医療機関等を受診された場合は、

保護者が「医療等の状況」を学校等に提出いただくことにより、災害共済給付制度

による給付の対象となる場合があることから、福祉医療費受給者証は使用せず、医

療保険の自己負担額を徴収してください。 
なお、学校等管理下の災害であっても、災害共済給付制度に加入していない場合

や災害共済給付制度による給付が行われない場合には、後日市町窓口での償還払い

により助成します。 


